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法 務 省 入 省
東 北 人 学 辻 学 部 助 教 授
パ リ 鉾 H  大 学 ( U N I V E R C I T E  D E  P A R I S  P A N T H E O N  S O R B O N N E ) に
て W 外 研 究 ( フ ラ ン ス 政 川 給 " 汁 )
東 北 ノ ぐ 1 広 学 部 教 授 に リ 仟
湘 広 錦 2 ' 轟 艸 を 扣 仟
税 窃 人 学 校 仙 台 研 修 所 i " 1 加 ( 十 成 8 仟  3  Ⅱ ま で )
東 北 大 学 ' 平 議 n を 併 仟 印 1 1 和 6 2 "  2  " ま で )
H A R V E R D  L A W  S C H O 0 上 冶 : n ω 「 究 U  ( 昭 和 6 3 午  0  打 ま で )
商 法 錦  I J 」 座 を 扣 仟
放 送 火 学 客 n 教 援 を 併 仟 ( 、 1 勺 曵 6 午 3 j ほ で )
東 北 大 学 教 後 部 を 脈 務 ( 、 1 勺 女  6 イ 1 ' 4  」 j ま て )
ト イ ッ , シ ン ガ ポ ー ル 1 Ⅱ 帳 ( ハ ン ブ ル ク の マ ヅ ク ス プ ラ ン ク 研 究 所 お よ ひ シ
ン ガ ポ ー ル ・ ア カ デ ミ ー に て " " め
央 北 大 学 学 牛 ; 稲 長  C . 十 議 n ) を 併 仟 ( 十 成 1 0 郁 3 j ほ で )
央 北 大 学 人 7 院 松 学 釧 究 科 教 授 に 就 任 ( 剤 愉 ミ 改 細 )
汰 学 ト , τ し
歴
Π ι 仟 山 0 イ 1 '  3  j l
川 仟 U 4 4 イ r  d  j l
昭 不 Π 5 1 年 3  刀
f 1 ン , 1 1
1 イ 1 '  j 、 1  Π
ム 知 , 地
所 繊
、
関
職
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央 京 都
東 北 大 学 大 学 院 法 学 研 究 科
歴
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央 京 大 ツ 広 学 部 小 : 業
東 京 人 学 大 学 院 法 ツ 1 女 冶 学 仙 究 科 入 ツ
央 京 大 り 乍 太 乎 1 浣 融 学 政 治 学 仙 究 1 1 終  f
、
＼
昭 和 5 9 1 1 ' . 4  j l
昭 和 5 9 イ r  4  j l
昭 1 1 ] 5 9 介  4  "
昭 和 6 0 イ 1 、  d  打
Ⅲ 仟 Π 6 2 イ F  3  刀
十 成 3 イ ト 4 J J
平 成  3  イ 干  4  J J
十 , 成 4  イ f  4  J I
十 ・ 成  5  イ 1 、  8  J I
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平成N年5月
平成]6年3月
学 位
昭和51年3月
学会等における活動
昭和53年10月
昭和54年10月
昭和印年12月
平成2年10打
平成7年10月
平成7年10打
平成8年10月
平成12年10月
小国出張。北京大学にて研究会シンポジウム基開報告
東北大学を停年退職
法学博士(株式評価論東京大学り
(役職等)
日木私法学会にて報告
租税法学会にて報告
日米法学会にて報告
日本私法学会にてシンポジウム蛾告
日本私法学会にてワークショップ報告
日本私法学会理事(平成15年10月まで)
金融法学会理事(現在に至る)
日本海法学会理事(現在に至る)
社会における活動
昭和57年7 H
平成6年H月
平成7年H月
平成8年Ⅱ月
平成Ⅱ午
平成12年
平成12年1月
平成13年1月
平成13年8月
平成14年1 打
平成N年5月
平成N年
平成N年
平成Ⅱ年8月
平成14年12打
平成15年2月
平成]5年8 打
平成15年12門
政府税制調査会特別委員を併任
平成7年公認会計士試験第2次試験試験委員を併任(平成7年10月まで)
平成8年公認会計士試験第2次試験試験委員を併任(平成8年10月まで)
平成9年公認会計士試験第2次試験試験委員を併任(平成9年10月まで)
平成Ⅱ年度大学基準協会相互評価委員会委員
平成12年度大学基準協会相互評価委員会委員
平成12年度司法試験(第2汰試験)老査委員を併任(平成12年12月まで)
平成13年度司法試験(第2汰試験)穹査委員を併任(平成13年12月まで)
平成玲年公認会計士試験第3次試験試験委員を併任(平成14年3jほで)
平成14年度司法試験(第2汰試験)考査委員を併任(平成14年12月まで)
大学評価.学位授与機構大学評価委員会委員(現在に至る)
日本取締役協会理*(現在に至る)
銀行実務検定試験委員(現在に至る)
平成14年公認会計士試験第3次試験試験委員を併任(平成15年3月まで)
平成15年度司法試験(第2次試験)考査委員を併任(平成15年Ⅱ月まで)
新司法試験実施に係る研究調査会委員を併任(現在に至る)
平成15年公認会計士試験第3次試験試験委員を併任(平成16年3月まで)
平成16年度司法試験第2次試験考査委員を併任(平成16年Ⅱ月まで)
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『株式評価論』(商事法務研究会,1983年)【単著】
『監査役の貰任事例』服部榮三監修(商事法務研究会,1986年)【共著】
『非公開株式の評価と税務』(商事法務研究会,19釘年)【共著】
『監査役用語事典』服部栄三監修(商事法務研究会,1987年)【共著】
『商法Ⅱ(会社法)』(日本放送出版協会,1991年)【単著】
『商法1 (総則.商行為法・手形法等)』(日本放送出版協会,1991午)【単著】
『非公開株式の評価と税務(新版)』(商事法務研究会,1991年)【共著】
『手形.小切手法講義案』(商事法務研究会,19兜年)(限定版)【単著】
『会社法講義案』(商事法務研究会,1994年)(限定版)【単著】
『株式等鑑定評価マニュアルの解説』別冊商事法務161号(商事法務研究会,
1994年)【共著】
『商法1 (会社法)(改訂版)』(日本放送出版協会,1994年)【単著】
『商法Ⅱ(総則.商行為法・手形法等)(改訂版)』細本放送出版協会,1994年)
【単著】
『会社法概論』(商事法務研究会,1994年)【単著】
『金融手形小切手法』(商事法務研究会,1996年)【単著】
『会社法概論(新版)』(商事法務研究会,2001年)【単著】
『商法総論総旦如(有斐閣,20船年)【単著】
『金融手形小切手法(新版)』(商事法務,2003年)【単著】
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Ⅱ.調査報告書(科研費報告書など)
1.【共同研究】企業制度研究会編『事業報告書の実態と今後の在り方にっいて』
(通産省,1977年)
2.【共同研究】日本証券経済研究所編「アメリカ会社法セミナーについて」証券
経済時報特別号(1978年)
3.【共同研究】日本証券経済研究所編「イギリス会社法セミナーについて」証券
資料69号 a980年)
16
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【 共 同 研 究 】 商 法 改 正 研 究 会 編 「 商 法 改 正 要 望 事 項 」 別 冊 商 事 法 務 8 7 号
( 1 9 8 6 年 )
「 恬 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク に よ る 第 三 者 保 護 」 緋 究 調 査 報 告 書 ぐ 屯 気 通 信 普 及 財
団 ) 1 5 号 5 8 頁 ( 2 0 0 0 年 ) ( 柳 明 昌 , 蘆 立 順 美 , 野 田 耕 志 と の 共 同 研 究 )
5
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Ⅲ .
1 . 「 株 式 評 価 問 題 の 基 礎 」 私 法 4 1 号 5 9 頁  a 9 7 9 年 )
2 . 「 民 事 . 商 事 法 定 利 率 制 度 論 一 ・ 一 固 定 法 定 利 率 制 と 変 動 法 定 利 率 制 」 法 学 U 巻
2 ・ 号 7 0 頁 ( 1 9 8 0 年 )
3 . 「 ア メ リ カ 合 衆 国 連 邦 遺 産 税 ・ 贈 与 税 に お け る 株 式 評 価 」 租 税 法 研 究 8 号 1 0 8 頁
( 1 9 8 0 年 )
4 . 「 新 株 引 受 権 付 社 債 制 度 が 提 起 し 九 問 題 」 民 商 法 雑 誌 8 6 巻 1 号  1 頁 ( 1 9 8 2 年 )
5 . 「 フ ラ ン ス に お け る プ ロ ッ ク 取 引 の 規 制 」 証 券 研 究 6 5 巻 1 8 1 頁  a 9 8 2 年 )
6 , 「 利 益 供 与 の 禁 止 一 一 問 題 提 起 と そ の 解 明 ( 上 ) 」 商 事 法 務 9 5 2 号 2 頁  a 9 8 2 年 )
フ . 「 利 益 供 与 の 禁 止 ^ 問 題 提 起 と そ の 解 明 ( 中 ) 」 商 事 法 務 9 5 3 号 郭 頁 ( 1 9 8 2 年 )
8 . 「 利 益 供 与 の 禁 止 ^ 問 題 提 起 と そ の 解 明 ( 下 ) 」 商 事 法 務 9 5 4 号 1 7 頁 ( 1 9 8 が 嗣
9 . 「 株 式 の 相 互 保 有 」 鈴 木 ・ 大 隅 編 『 会 社 法 演 習  1 』  1 7 5 頁 ( 有 斐 閣 , 1 9 8 3 午 )
1 0 . 「 貸 付 取 引 と 金 手 山 鈴 木 ・ 竹 内 編 『 金 融 取 引 法 休 系 4 巻 』  3 3 頁 ( 1 9 8 3 年 )
H . 《 L a  r 6 f o r m e  d u  d r o i t  d e s  s o d 6 t 6 S  a n o n y m e s  a u  J a p o n 》  R e v u e  i n t e r n a t i o n a l e  d e
d r o i t  c o m p a r 6  n ゜  3 , ( p a r i S  1 9 8 3 )
1 2 . 「 5 . 信 取 引 の 現 代 化 と 金 利 制 限 法 」 法 学 4 7 巻 6 号  1 頁  a 9 8 4 年 )
1 3 . 「 救 済 方 法 と し て の 代 表 評 訟 」 ( ブ メ リ カ 法 律 協 会 『 会 社 の 運 営 と 構 成 の 原 理
^ リ ス テ ィ ト メ ン ト お よ び 勧 告 ( 試 案 1 ) 』 の 研 究 ) 証 券 研 究 7 1 巻 9 3 頁
a 9 8 4 年 )
1 4 . 「 名 目 的 監 査 役 と そ の 責 任 阻 却 」 商 事 法 務 1 0 2 6 号 1 6 頁 ( 1 9 8 4 年 )
1 5 . 「 物 の 論 理 と 価 値 の 論 理 一 一 投 資 的 取 引 に 対 す る 私 法 的 規 律 ^ 」 江 頭 編 『 ハ
0 年 代 商 事 法 の 諸 相 ( 鴻 還 暦 記 念 ) 』 4 4 5 頁 ( 有 斐 閣 , 1 9 8 5 年 )
1 6 . 「 商 行 為 通 則 の 意 義 」 竹 内 ・ 龍 田 編 『 現 代 企 業 法 講 座 4 企 業 取 引 』 4 3 頁 ( 岩 波
書 店 , 1 9 8 5 年 )
1 7 . 「 商 業 登 記 の 対 抗 力 と 第 三 者 の 過 保 護 」 民 事 研 修 3 3 8 号 9 頁  a 9 8 5 年 )
34
「監査役の交替に伴う諸問題」商事法務1043号2頁(1985年)
「有力監査役と競業避止義務および自己取引規制」商事法務1063号12頁
(1985年)
「自己株式取得禁止の緩和」商事法務1064号30頁(1986年),別冊商事法務87号
35頁 a986年)
「会社とその経営者との間の取引および関係の開示」証券研究76巻107頁
a986年)
「単位未満株式の買取請求」他上柳・鴻・竹内編集代表『新版注釈会社法(4)
株式(2)』 247~265頁(有斐閣,1986年)
「総会での監査役の回答と議長の指示の有無」商事法務1080号41頁(1986年)
「子会社による親会社の株式の取得・売却から牛じた損害と親会社の取締役に
対する代表訴訟^三井鉱山事件判決(東京地裁・昭和61年5月29田が示
唆する新たな論点^」ジュリスト869号88頁(1986年)
「新株発行による株式相互保有」望月・樋口・安藤編『法と法過程^社会諸
科学からのブプローチ(広中還暦記念)』847頁(創文社,1986年・)
「総会の議事録」上柳.鴻・竹内編集代表『新版注釈会社法(5)株式会社の機
関(1)』 253~259頁(有斐閣,1986年)
「取締役会における監査役の発言の内容と時期」商事法務1091号39頁 a986年)
「株式の払込」上柳・鴻・竹内編集代表『新版注釈会社(フ)新株の発行』235
~244頁(有斐閣,19釘年)
「株主の権利の行使に関する利益供与」上柳・鴻・竹内編集代表『新版注釈会
社法(9)株式会社の計算(2)』 236~256頁(有斐閣,1988年)
「取締役および上級執行役員の義務」証券研究部巻77頁(19認年)
「二社間の相互引受による新株発行の差止^秀和対忠実屋・いなげや事件に
関連する法律問題^(上)」商事法務Ⅱ兜号8頁(1989年)
「二社問の相互引受による新株発行の差止^秀和対忠実屋・いなげや事件に
関連する法律問題^(中)」商事法務1193号10頁(1989年)
「二社問の相互引受による新株発行の差止^秀和対忠実屋・いなげや事件に
関連する法律問題一・(ト)」商事法務1194号23頁 a989年)
「隠れた取立委任裏書の法的構成」法学教室110号46頁 a989年)1989年Ⅱ月号
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「 ア メ リ カ の イ ン サ イ ダ ー 取 引 に お け る 不 正 流 用 理 論 」 岩 原 編 『 現 代 企 業 法 の
展 開 ( 竹 内 還 暦 記 念 ) 』 5 1 1 貞 ( 有 斐 閣 , 1 9 9 0 4 下 )
「 株 式 評 価 を め ぐ る 論 争 点 」 法 学 5 4 巻 2 号 1 頁 ( 1 9 9 0 午 )
「 株 式 譲 渡 後 の 名 義 株 主 に よ る 新 株 ・ 配 当 の 不 当 利 得 」 加 藤 ・ 柿 崎 ・ 新 山 編 『 商
法 学 に お け る 論 争 と 省 察 姻 艮 部 占 稀 記 念 ) 』 5 3 3 頁 ( 商 事 法 務 研 究 会 , 1 9 9 0 年 )
「 イ ン サ イ ダ ー 取 引 防 ル 規 定 の 運 用 上 ・ 立 法 上 の 課 題 」 商 事 法 務 1 2 2 5 号 2 4 頁
( 1 9 9 0 年 )
「 手 形 法 に お け る 第 三 者 保 護 の 点 検 」 法 学 5 4 巻 6 号 1 5 4 頁 ( 1 9 9 1 年 )
「 ア メ リ カ に お け る 相 場 操 縦 の 規 制 」 資 本 市 場 研 究 会 編 『 証 券 取 引 審 議 会 撮 告
^ 証 券 監 督 者 国 際 機 構 ( 1 0 S C O ) の 行 為 規 範 原 則 の 我 が 国 へ の 適 用 に つ い
て ^ , ^ 店 頭 市 場 に 対 す る 行 為 規 制 の 適 用 に つ い て ー ・ ・ 』 1 0 9 ~ 1 2 9 頁 ( 資
本 市 場 研 究 会 , 1 9 9 1 年 )
「 イ ン サ イ ダ ー 取 引 防 止 規 定 の 運 用 上 ・ 立 法 上 の 課 題 」 私 法 5 3 号 1 5 1 頁 ( 1 9 9 1 年 )
( 学 会 報 告 )
「 株 式 相 互 保 有 の 曲 が り 角 」 資 本 市 場 7 4 号 3 0 頁 ( 1 9 9 1 年 )
r T h e  p r a c t i c e  o f  c r o s s - s h a r e h o l d i n g  a t  a  c r o s s r o a d s j  c a M R l r e v i e w  N O . 2 2 ,
O c t . 1 9 9 1 ,  c a p i t a l  M a r k e t  R e s e a r c h  l n s t i t u t e  ( J A P A N )
「 不 祥 事 の 流 れ の 中 の 株 主 総 会 ^ 1 9 9 1 年 版 株 主 総 会 白 書 を 読 ん で ^ 」 商 事
法 務 1 2 7 1 号  2  頁 ( 1 9 9 1 年 )
「 イ ソ サ イ ダ ー 取 引 規 制 の 国 際 化 」 証 券 研 究 1 0 2 巻 1 5 9 頁 ( 1 9 9 2 年 )
「 社 外 監 査 役 制 度 の 模 索 ( 上 ) 」 商 事 法 務 1 3 0 4 号 2 頁 ( 1 9 9 2 年 )
「 社 外 監 査 役 制 度 の 模 索 ( 下 ) 」 商 事 法 務 1 3 0 6 号 1 5 頁 ( 1 9 兜 年 )
「 相 統 税 法 に お け る 非 上 場 株 式 評 価 問 題 の 基 本 的 視 点 」 税 務 弘 報 U 巻 9 号 6 頁
( 1 9 9 3 年 ) )
r T a l k  b y  p r o f e s s o r  T o s h i h i k o  s E K I J  s i n g a p o T e  A c a d e m y  o f  L a w  N e w s l e t t e r
N O . 2 7 ,  D e c . 1 9 9 3
「 代 表 訴 訟 」 証 券 取 引 法 研 究 会 国 際 部 会 訳 編 『 コ ー ポ レ ー ト ・ ガ バ ナ ン ス ( ア
メ リ カ 法 律 協 会 「 コ ー ポ レ ー ト ・ ガ バ ナ ソ ス の 原 理 : 分 析 と 勧 告 」 ) の 研 究 』
2 2 3 頁 ( 日 本 証 券 経 済 研 究 所 , 1 9 9 4 年 )
r A m e n d m e n t o f J a p a n e s e  c o r p o r a t i o n  L a W  1 9 9 3 _ 1  独 日 法 律 家 協 会 ( D e u t s c h -
J a p a n i s c h e  J u r i s t e n v e r e i n i g u n g  e . V . ) 会 報 N r . 1 1 n 2 , 8 0 頁  a 9 9 4 )
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52 「隠れた取立委任裏書の法的構成」竹内編『特別講義商法Ⅱ』151頁(有斐閣,
1995年)
「相続した譲渡制限株式の会社への譲渡」(金融商事の印金融・商事判例962
号 2 頁 a995年)
r会社が負担する取締役賠償責任保険の保険料」落合・江頭・山卜編『現代企
業立法の軌跡と展望(鴻古稀記念)』85頁(商事法務研究会,1995年)
「金融信用による手形浸食と手形法学の五0年」法学教室179号24頁(1995年)
「株主有限貞任制度の未来像」商事法務1402号22頁(19怖年)
「投資者保護と自己責任の原則」証券取引法研究会編『証券取引における自己
貞任原則と投資者保護』215頁(日本証券経済研究所,1996年)
「商度情報化時代の第三者保護法理素描」平出・小島・庄子編『現代企業法の
理論 6昔原古稀記念)』339頁(信山社,1998年)
「監査役制度の改正」ジュリストH56号84頁 a999年)
「商慣習法は商法の強行法規を破る」取締役の法務66号122頁(1999年)
「将来の企業法制の方向一一日本監査役協会の中問報告に接して^」取締役
の法務74号4頁(2000年)
「投資者保護基金制度』証券取引研究会編『金融システム改革と証券取引制度』
125頁細本証券経済研究所,2000年)
「司法制度改革と企業法務」取締役の法務82号28頁(2001年)
「株式移転」服部栄三編『基本法コソメソタール(第7版)会社法3』33頁(Π
本評論社,2001年)
「手形理論のあり方」法学飾巻5号 1頁(2001年)
「ディスクロージャーの電子化」証券取引法研究会編『市場改革の進展と証券
規制の課題』13頁細本証券経済研究所,2002年)
「資本多数決の論理と民主主義の論理」張紅レポート『日中比較企業法研究会
^その記録^・』19頁(2002年)
「株主代表訴訟の原告適格と株式移転」ジュリスト1233号107頁(2002年)
「親会社による子会社ガバナンス1」取締役の法務108号90頁(2003年)
「親会社による子会社ガバナンスⅡ」取締役の法務109号80頁(2003年)
「社外取締役の効用と限界」取締役の法務1Ⅱ号U頁(2003年)
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Ⅳ .
1 . 「 イ ン サ イ ダ ー 取 引 規 制 の 理 論 と 実 際 」 日 本 私 法 学 会 シ ン ポ ジ ウ ム  a 9 9 1 年 )
2 . 「 手 形 法 に お け る 第 三 者 の 過 保 護 」 日 本 私 法 学 会 ワ ー ク シ ョ ッ プ ( 1 9 9 5 年 )
3 . 「 制 度 疲 労 に あ え ぐ 司 法 ^ 法 曹 人 口 の 増 加 と 市 民 参 加 ^ 」 東 北 大 学 教 育 開
放 講 座 ( 2 0 0 1 年 )
【 判 例 研 究 】
V .
1 . 「 役 員 退 職 慰 労 金 ( 弔 慰 金 ) の 金 額 等 の 規 定 を 取 締 役 会 に 一 任 す る 旨 の 株 主 総
会 決 議 の 効 力 」 商 事 判 例 研 究 1 9 8 頁 ( 1 9 6 9 午 )
2 . 「 い わ ゆ る 失 念 株 の 問 題 に つ い て 不 当 利 得 と し て 実 質 株 主 に プ レ ミ ア ム 分 の 価
額 返 還 請 求 を 認 め た 事 例 」 ジ ュ リ ス ト 4 5 0 号 1 4 8 頁 ( 1 9 7 0 年 )
3 . 「 国 際 航 空 運 送 に つ い て の あ る 規 制 の 統 一 に 関 す る 条 約 第 1 7 条 に い う 『 乗 降 の
た め の 作 業 中 』 の 意 義 」 空 法 1 3 号 1 0 3 頁 ( 1 9 7 0 年 )
4 . 「 外 国 仲 裁 判 断 を 確 認 す る 外 国 判 決 に 対 す る 執 行 判 決 請 求 事 件 ^ 外 国 判 決 が
わ が 国 の 公 序 良 俗 に 反 し な い と さ れ た 事 例 」 ジ ュ リ ス ト 4 6 3 号 1 4 9 頁 ( 1 9 7 0 年 )
5 . 「 定 款 に 『 株 主 は 新 株 引 受 権 を 有 す る も の と し , そ の 割 当 比 率 , 方 法 そ の 他 の
事 項 は 取 締 役 会 の 定 め る と こ ろ に よ る 』 旨 の 定 め が あ る 場 合 に 取 締 役 会 の 決
議 に よ り 新 株 の ・ 一 部 に つ い て 公 募 を す る こ と が で き る か 」 ジ ュ リ ス ト 4 6 4 号
1 2 9 頁  a 9 7 0 年 )
6 . 「 バ ー デ ル 対 カ ナ ダ 太 平 洋 航 空 会 社 」 空 法 1 4 号 9 0 頁 ( 1 9 7 1 年 )
フ . 「 株 式 買 取 請 求 ^ 非 上 場 株 で 店 頭 取 引 も さ れ て い な い 株 式 の 買 取 価 格 を , 相
続 税 財 産 評 価 に 関 す る 基 本 通 達 に 従 っ て 算 定 し た 事 例 」 ジ ュ リ ス ト 4 9 3 号 1 3 1
頁 ( 1 9 7 1 年 )
8 . 「 外 為 法 令 違 反 保 証 契 約 履 行 請 求 事 件 」 経 済 法 1 4 号 3 4 頁 ( 1 9 7 1 年 )
9 . 「 連 削 保 証 債 務 の 準 拠 法 ^ 外 為 法 令 に 違 反 す る 取 引 の 私 法 上 の 効 力 」 ジ ュ リ
ス ト 5 0 4 号 1 4 7 頁  a 9 7 2 年 )
1 0 . 「 役 員 退 職 慰 労 金 ( 弔 慰 金 ) の 金 額 等 の 決 定 を 取 締 役 会 に ・ 一 任 す る 旨 の 株 主 総
会 決 議 の 効 力 」 ジ ュ リ ス ト 5 2 1 号 1 2 5 頁  a 9 7 2 年 )
Ⅱ . 「 審 決 取 消 請 求 * 件 ( ジ ュ ー ス 事 件 ) 」 経 済 法 1 9 号 2 7 頁 ( 1 9 7 6 年 )
1 2 . 「 株 式 買 取 請 求 椛 が 行 使 さ れ た 際 の 株 式 の 価 格 の 決 定 ・ ・ ー ー 上 場 株 式 の 場 合 の ー
事 例 」 ジ ュ リ ス ト 6 0 5 号 1 0 7 頁 ( 1 9 7 6 年 )
13 「支払場所の変更^約束千形の振出人と所持人のみの合意により変吏された
支払場所における呈示は有刻Jか」ジュリスト628号234頁(1977年)
「相互掛金契約の法的性質」ジュリスト645号123頁(1977年)
「利益配当と株主平等の原則」別冊ジュリスト63号(会社判例百選(第3版))
136頁 a979年)
「運送品が全部滅失したがこれによる損害が全く生じない場合運送人は損害賠
償責任を負わない」法学43巻3・号192頁(1979年)
「満期の変造」別冊ジュリストフ2号(手形小切手判例百選(第3版)) 62頁
a981年)
「合併前に合併会社が取得した被合併会社株式の取得対価が合併交付金とみな
されて清算所得が計算された事例」ジュリストフ66号122頁 a982年)
「出資持分,株式等の評価」別冊ジュリストフ9号(租税法判例百選(第2版))
Ⅱ6頁 a983年)
「利益配当と株主平等の原則」別冊ジュリスト80号(会社判例百選(第4版))
138頁 a983年)
「被融通者によって決済されることを信じて融通手形を振り出した代表取締役
の手形所持人に対する第三者責任」ジュリストフ87号96頁
「自己株式取得禁止規定違反の株式売買の効力」ジュリスト821号98頁(1984年)
「自賠法による直接請求権と商法514条」別冊ジュリスト別号(商法(総即卜商
行為)判例百選(第2版)) 100頁(1985年)
「満期の変造」別冊ジュリスト108号(手形小切手判例百選(第4版))"頁
a990年)
「利益配当と株主平等の原則」別冊ジュリスト116号(会社判例百選(第5版))
154頁(1992年)
「営業権の譲渡」別冊ジュリスト120号(租税判例百選(第3j坂)) 76頁
a992年)
「自賠法による直接請求権と商法514条」別冊ジュリス H29号(商法(総則・
商行為)判例百選(第3版)) 94頁(1994年)
「保険金返還請求権の消減時効期問」別冊ジュリスト138号(損害保険判例百選
(第 2版)) 66頁(1996年)
「満期の変造」別冊ジュリスH"号(手形小切手判例百選(第5版))如頁
a997年)
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83 0
「 利 益 配 当 と 株 主 平 等 の 原 則 」 別 冊 ジ ュ リ ス ト 1 4 9 ・ 号 ( 会 社 判 例 百 選 ( 第 6 版 ) )
1 5 2 頁 ( 1 9 9 8 年 )
「 第 三 者 割 当 に よ る 新 株 の 有 利 発 行 」 服 部 編 『 平 成 会 社 判 例 1 5 0 集 』 2 5 6 頁 ( 商
事 法 務 , 1 9 9 9 年 )
「 会 計 監 査 人 の 監 査 を 欠 く 計 算 書 類 を 承 認 し た 総 会 決 議 と 決 議 の 取 消 」 服 部 編
『 平 成 会 社 判 例 1 5 0 集 』 2 8 8 頁 ( 商 事 法 務 , 1 9 9 9 年 )
「 証 券 取 引 法 1 6 6 条 2 項 1 号 に い う 「 業 務 執 行 を 決 定 す る 機 関 」 及 び 株 式 を 発 行
す る こ と の 「 決 定 」 の 意 義 」 ジ ュ リ ス ト 1 1 7 9 号 ( 平 成  1 午 度 重 要 判 例 解 説 )
1 1 3 頁 ( 2 0 0 0 年 )
「 自 賠 法 に よ る 直 接 請 求 権 と 商 法 5 1 4 条 」 別 冊 ジ ュ リ ス ト 1 6 4 号 ( 商 法 ( 総 則 ・
商 行 為 ) 判 例 百 選 ( 第 4 版 ) )  9 6 頁 ( 2 0 0 2 年 )
「 会 計 監 査 人 の 監 査 を 欠 く 計 算 書 類 を 承 認 し た 総 会 決 議 と 決 議 の 取 消 」 服 部 編
『 平 成 会 社 判 例 1 7 5 集 』 3 0 4 頁 ( 商 事 法 務 , 2 0 0 2 年 )
「 第 三 者 割 当 に よ る 新 株 の 有 利 発 行 」 服 部 編 『 平 成 会 社 判 例 1 7 5 集 』 3 3 2 頁 ( 商
事 法 務 , 2 0 0 2 年 )
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書 評 ・ 紹 介
Ⅵ .
1 . 【 著 書 糸 召 介 】  1 、 A l 「 r e d  F .  c o n a r d ,  c o r p o r a t i o n s  i n  p e r s p e d i v e 」 ブ メ リ カ 法 1 9 8 0
- 1 号 9 1 頁  a 9 8 0 年 )
2 . 【 翻 訳 】 「 フ ラ ン ス 会 社 法 に お け る 最 近 の 傾 向 」 ( A .  v i a n d i e r  《 L e s  t e n d a n c e s
a c t u e Ⅱ e s  d u  d r o i t f r a n c a i s  d e s  s o c i 6 t 6 S 》 の 翻 訳 ) 国 際 商 事 法 務 1 2 巻  2  号 7 1 頁
a 9 8 4 年 )
3 . 【 共 訳 】 ル イ . ロ ス 『 現 代 米 国 証 券 取 引 法 』 翻 訳 ・ 証 券 取 引 法 研 究 会 ( 日 本 証
券 経 済 研 究 所 ) ( 商 事 法 務 研 究 会 , 1 9 8 9 年 )
4 . 【 監 司 口 浅 水 啓 ・ 一 郎 ・ 柳 明 昌 ・ レ ン ツ 訳 ・ 関 俊 彦 監 訳 「 ウ ル リ ッ ヒ ・ イ メ ン
ガ 『 ヨ ー ロ ッ パ 会 社 法 の 基 木 問 題 』 」 法 学 5 8 巻  1 号 1 6 5 頁 ( 1 9 9 4 年 )
解 説 . 評 論 等 ( 新 聞 . 広 報 誌 等 で の 解 説 記 事 , 事 典 の 執 筆 等 )
Ⅶ .
1 . 「 利 得 償 還 請 求 権 の 消 滅 時 効 期 問 」 『 商 法 の 争 点 ( ジ ュ リ ス ト 増 刊 ) 』 3 0 6 頁
Q 9 7 8 年 )
2 . 「 フ ラ ン ス の 証 券 規 告 I U  日 木 証 券 経 済 研 究 所 編 『 現 代 証 券 事 典 』 8 0 2 頁  a 9 8 1 年 )
3 . 「 利 得 償 還 請 求 権 の 消 滅 時 効 期 間 」 『 商 法 の 争 点 ( 第 2 版 ) ( ジ ュ リ ス ト 増 刊 ) 』
3 3 4 頁  a 9 8 3 年 )
4 「名板貸および商号(氏名)使用の禁止」法学教室61号・175頁 a9鉐年)
「商行為の詐欺性・非倫理性」法学教室62号Ⅱ4頁 a985年)
「社債発行限度の撤廃問題」法学教室62号Ⅱ6頁(1985年)
「戻裏書に関する事例」法学教室63号103頁(1985年)
「資本充実・維持の原則」法学教室64号兜頁(1986年)
「手形および動産の紛失」法学教室64号93頁(1986年)
「新株発行による株式の相互保有」法学教室鉐号兜頁 a986年)
「取引行為による利益供与」法学教室66号102頁(198e●
「手形理論と法源」法学教室66号103頁(1986年)
「監査役の地位および権限」法学教室釘号]24頁 a986年)
「株主総会での質疑応答」法学教室69号Ⅱ0頁 a986年)
「手形の善意取得と償還義務」法学教室70号126頁(1986年)
「法定利率」法学教室72号159頁(1986年)
「フランスの証券規制」日本証券経済研究所編『現代証券事典(新版)』972~
976頁 a9兜年)
「利得償還請求権の消減時効期間」『商法の争点Ⅱ(ジュリスト増刊)』396頁
(1993年)
「自己株式の使用人への譲渡」(金融商事の助金融・商事判g四42号2頁
a994年)
「自己株式の取得を利用した証券業収入」(金融商事の目)金融・商事判例949
号 2 頁(1994年)
「株式消却による会社のりストラクチュアリング」(金融商事の助金融・商事
判例954号2頁 a994午)
【座談会】「個人株主問題の法的側面を探る」商事法務1249号6頁(1991年)
【経済教室】「社外監査役の強制導入を」日本経済新聞(1991年12打 5日)
【座談会】「自己株式取得.の規制緩和をめぐって」商事法務1285号6貞 a992年)
5
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その他(随想など)Ⅷ.
1.「ラパン・ブジルのピアノ」基礎フランス語1981年11月号
1 0
2
「 資 料 の 保 存 と コ ピ ー 文 化 」 資 料 版 商 事 法 務 3 1 号 3 頁  a 9 8 6 年 )
【 共 編 】 佐 藤 編 集 代 表 『 デ イ リ ー 六 法 』 創 刊 ( 三 省 堂 , 1 9 9 2 年 )
【 随 筆 】 「 キ ー ワ ー ド で 探 る 商 事 法 学 会 」 服 部 編 『 平 成 会 社 判 例 1 5 0 集 』 3 3 3 頁
( 商 事 法 務 研 究 会 , 1 9 9 9 年 )
? ?
